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・令和３年度 公文書作成についての職員研修
①新規採用職員研修 ７３人
②新任文書取扱主任研修 ５５人
③文書取扱主任研修（出題形式） １５１人

職員研修（公文書作成）

新規採用職員および各課所室で文書事務を行う文書
取扱主任等を対象に公文書作成を含む公文書に関する
研修を行っている。
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電子化率の向上

第７次秋田市行政改革大綱で文書管理システムにおけ
る電子化率向上を掲げ、令和４年度まで電子化率８０％
とすることを目標としている。
⇒令和３年度末 ８３．９％

【供覧・決裁の区分と添付文書】
Ａ 紙･･･紙添付、紙で供覧・決裁
Ｂ 電子･･･電子データ添付、システムで供覧・決裁
Ｃ 電子＋紙･･･紙添付、システムで供覧・決裁
※電子化率 Ｂ＋Ｃ／Ａ＋Ｂ＋Ｃ
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電子化率向上の背景

・令和３年度から
各種申請手続における押印の義務付けを廃止
（手続数：令和３年９月１日時点で約３，２８０）
⇒紙媒体で提出される申請書が減少
①申請書（メール）はシステムで収受（原本：電子）
②回答は①のデータを使いシステムで電子決裁

・毎月の各課所室の電子化率を把握
⇒個別ヒアリングで運用方法等を助言
※「電子＋紙」を推進
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デジタル時代の公文書管理に向けた制度改正（国）

令和４年２月

・行政文書の管理に関するガイドラインの全部改正（内
閣総理大臣決定）
・行政文書の管理に関する公文書管理課長通知の制定
（上記ガイドラインに関する細目的事項）

・文書は基本的に電子媒体により作成又は取得する（法
令等で紙保存が義務付けられている場合等を除く。）。

・紙文書を電子媒体化し、データを原本として扱うことを
可能とする。
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巡回指導

各課所室の文書整理については、毎年度、当課の職
員が巡回し、状況を確認後、適正な整理方法等につい
て指導を行っている。

・令和３年度巡回指導
①対象課所室 １２７課所室
②実施期間 ７月１３日～９月２４日
③重点項目 引き続き保存（移管）・廃棄簿の確認
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引き続き保存（移管）・廃棄簿の確認

「引き続き保存（移管）・廃棄簿」とは・・・
⇒保存期間が満了した公文書ファイル等について、保存
期間が満了した後の取扱いを文書管理システムで設定し、
出力する帳票。

３種類の取扱い

①引き続き保存（移管）・・・歴史的価値があり、永久に保
存するもの。
②廃棄・・・歴史的価値がなく、廃棄するもの。

③延長・・・歴史的価値がなく、廃棄が予定されているが、
事情により廃棄のタイミングを延ばすもの。
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引き続き保存（移管）・廃棄簿の確認

一斉廃棄前の点検作業の精度向上
①複数人によるリストと現物との突合チェック
②点検後は文書管理者に報告し、確認を受ける

文書整理推進月間

職員の公文書等の管理に関する意識の高揚を図るた
め、文書整理推進月間を定め、秋田市公文書管理条例
第３１条に基づく措置として、公文書の管理状況につい
て調査を行っている。

・令和３年度は１１月を文書整理推進月間とし、文書管
理者（所属長）が点検を行い、監査責任者（次長）が監査
を行った上で、文書管理状況を総括文書管理者に報告
した。報告により、おおむね適正に管理されていることを
確認した。
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総合書庫の点検

文書管理システムに登録されている保存箱情報と実際
に保存されている場所（総合書庫－書架－書棚）が一致
しているか突合作業を行っている。

・令和３年１０月～１１月、本庁舎および分館の総合書庫
の点検を行った。
①点検期間 １０月２８日～１１月４日
②点検した書庫 ８書庫（本庁舎６、分館２）
③点検した箱数 １３，５５３箱
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総合書庫の点検結果

システムの登録情報との不一致（３７課所室）
①登録されている保存箱が配架されていない。
②廃棄漏れにより、保存箱が残存している。
③保存箱がシステムに登録されていない。
④保存箱ラベルが貼付されていない。

各課所室から改善作業を実施したと報告を受け、１２月
に再点検を実施した。

各課所室へ通知し、保存箱撤去作業等の依頼、指導
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公文書ファイル等の廃棄

公文書ファイル等の廃棄については、市長の承認後
（他の実施機関については同意後）、各課所室で準備作
業を行い、当課が実施する一斉廃棄の日に合わせて廃
棄を行っている。

・令和３年度は１０月１３日に公文書ファイル等の一斉廃
棄を行った。
①廃棄ファイル数 ５５，１５５ファイル
②搬出量 約４８トン
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引き続き保存（移管）

引き続き保存（移管）の対象となる公文書ファイル等に
ついては、廃棄の承認に併せて確認作業を行っている。

令和３年度は７３課所室・１法人の８５９ファイルの公文
書ファイル等（法人文書ファイル等）が引き続き保存（移
管）となった。
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利用の促進

特定歴史公文書等について、展示等により積極的に一
般の利用に供するように努めている。

・土崎空襲関係の資料（写真パネル）掲示
・土崎港被爆市民会議への資料の貸出し

令和３年度からは･･･
・市ホームページ上での歴史資料の紹介
⇒歴史資料を通じて、秋田市の知られざる一端を解き明
かす。
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市ホームページ「所蔵資料の中から」

令和３年度の掲載実績
①市章決まる（Ｒ３．７）
②２代目庁舎へ新築移転（Ｒ４．１）
③黒川油田の大噴油（Ｒ４．２）
④西か東か秋田駅（Ｒ４．３）

市史編さん事業・特定歴史公文書等管理業務の成果
を活かす。
⇒市が所蔵する歴史資料を活用し、関連する写真や
画像とともに掲載し、紹介する。
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「所蔵資料の中から」（②２代目庁舎へ新築移転）

特定歴史公文書等
「自明治４２年至大正７年 永久原議」

明治２２年（１８８９）から土手長
町中丁（現中通三丁目）で事務
を行ってきた市役所が、明治３８
年(１９０５)７月に火災で土蔵を
残し全焼した。
一時、大町三丁目の元税務監
督局を借りて仮庁舎としたが、４
年後の明治４２年(１９０９)に新
庁舎を土手長町上丁（現千秋矢
留町２番）に新築し移転した。
この文書は仮庁舎から新庁舎
へ移転、開庁したことを県知事
へ報告するもので、明治４２年９
月２７日、仮庁舎から新庁舎へ
移転、開庁したと記載されている。
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「所蔵資料の中から」（③黒川油田の大噴油）

特定歴史公文書等
「大正２年 金足村会会議録」

大正２年（１９１３）６月１３日
の「金足村会会議録」には、日
本石油会社土崎製油所に油を
輸送する鉄管を黒川と福田の
間に設置したい旨の願い出が
提出されたと記録されている。
大正３年（１９１４）５月２５日
深夜に黒川ロータリー式５号
井（市指定史跡）のパイプが深
度４２８ｍに達したところで突
然原油を噴き上げ、黒川は日
本有数の大油田となった。


